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1 はじめに

ネットワークを介した遠隔地での協働作業は重要な

ネットワーク利用目的の一つである. 近年では,ネット

ワーク上の空間を共有することで協働作業を支援する

システムが提案されている. しかしながら,利用目的に

あったツールの配置や空間の広さや形の選択などを利

用者自身が行わなければならないため,空間の生成に手

間がかかるという問題がある. そこで本稿では,協働作

業空間の生成の負担を軽減する手法として,利用者間の

協働作業関係を考慮し,システム自身が空間の生成を行

う手法について提案する.

2 関連研究

空間の生成を支援する研究として,空間のテンプレー

トを使用するものがある [1]. この研究では,空間内に

配置するツールやドキュメントなどの組み合わせをテ

ンプレートとして保存しておき,利用者が必要な時に呼

び出すことで空間生成の手間を省いている. しかしな

がら,作業の進行に伴いグループ内の協働作業関係が変

化するため,最初に生成した空間が提供する機能と作業

に必要なツールやドキュメントにズレが生じてしまう.

これは,空間の構成が生成された段階で固定されてしま

うためである.

一方で,利用者間の協働作業関係を扱う研究が提案さ

れている [2]. この研究では,協働作業関係をグループの

目標が何であるか（Goal）,メンバーの変動があるかど

うか（Personnel）,決定権は誰にあるのか（Management

Style）,どのように作業を進めるか（Work Style）など

により分類し,分類に応じて協働作業環境を設計する手

法を提案している.

3 提案

本稿では,利用者間の協働作業関係を考慮した空間の

生成手法を提案する.
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図 1: 協働作業のための空間生成の流れ

従来手法では,図 1左のように「どのような空間が必

要か」といった空間に対する要求を元に利用者自身が必

要な空間の生成,ツールやドキュメントなどの選択・配

置を行っており,手間がかかる. そこで本研究では,[2]に

おいて分類されている協働作業関係のうちWork Style,

すなわちどのように作業を進めるかに注目し,図 1右の

ように利用者のWork Stykeを元に空間の形を決め,空

間生成の手間を省く.

Work Styleは,具体的に以下のように分類することが

できる.

• コミュニケーションを取ることが目的
（コミュニケーション）

• コミュニケーションを密に取りながら作業を行う
（集団作業）

• コミュニケーションをあまり取らずに作業を行う
（個別作業）

例えば, 各利用者が個別に作業を行う際には図 2 上

のような空間を生成する. この空間構成は,利用者個人

のみが存在する private空間とその隣に設置される他の

利用者が存在できる public空間からなる. 利用者は主

に private空間を使用し個別作業を行う. 個別作業の過

程においてドキュメントなどの作業対象を共有する必

要がある際は,作業対象を public空間に置くことで,そ

の作業対象を他の利用者と共有することが可能になる.
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図 2: 空間構成と再構成

さらに,複数の利用者が集まり集団作業やコミュニケー

ションを行う際には図 2下のような空間を生成する. こ

の空間構成は,一つの大きな public空間からなる.協働

作業に参加する利用者はこの空間に集まり作業を行う.

これら２つの空間構成にはどちらにも public空間が

存在している. ２つの public空間の違いは,前者の個別

作業の場合は様々な作業対象を置く場所として利用す

るが,後者の集団作業・コミュニケーション空間の場合

は現在の作業を進める上で必要なファイルのみを配置

するという点である.

このように private空間や public空間をWork Styleに

応じて構成することにより.利用者間の協働作業関係を

考慮した空間を提供することが可能になる.

しかしながら,協働作業においては,終始個別作業や

集団作業のどちらかのみをおこなっているわけではな

い.そのため,作業の進行にともなって空間を再構成す

ることが必要になる. しかしながら従来手法では,空間

を再構成するためには,作業対象を一旦保存し,空間再

構成後にファイルの読み込みを行うことでドキュメン

トを配置し直す必要があった. 本研究ではこの過程を省

き,再構成後の空間へ作業対象をそのまま移動させるこ

とを可能にすることで,空間の再構成をスムーズに行な

えるようにする.

さらに,協働作業を支援する機能として,作業対象の

結合・分解機能を追加する. この機能は,図 3上のよう

に各利用者が個別作業によって作成した作業対象を結

合させ,成果物の全体像の確認や全体を通しての修正を

行うが可能になる. さらに,図 3下のように協働作業に

よって使用した成果物を分解し,それぞれの作業対象を
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図 3: 作業対象結合・分解機能

private空間へと持ち帰り,個別に修正することも可能に

なる. この機能は,１つの成果物を複数の利用者が部分

ごとに作成している場合などに有用である. これによっ

て,個別作業-集団作業間の空間再構成のメリットが高

まり,より効率的に協働作業を進めることが可能とする.

現在は本提案の有効性を検証するため,プロトタイプ

システムの設計・実装を進めている.

4 まとめ

本稿では,協働作業空間の生成の負担を軽減する手法

として,利用者間の協働作業関係を考慮した空間の生成

手法について提案を行った. 従来は,空間が生成された

段階で構成が固定されてしまうため,グループの要求を

常に満たす空間の構成や機能を提供することは困難で

あった. そこで,利用者間の協働作業関係としてどのよ

うに作業を進めるかというWork Stykeに注目し,これ

を考慮して空間を生成・再構成可能な空間生成法を提

案した. この手法により,空間の利用者の協働作業関係

が変化した場合でも,それに応じて空間を柔軟に再構成

することが可能となる.
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